
労働安全衛生規則 ―抜粋― 

（昭和四十七年九月三十日労働省令第三十二号） 

 

第一節の二 健康診断  

（雇入時の健康診断）  

第四十三条  事業者は、常時使用する労働者を雇い入れるときは、当該労働者に対し、次の項

目について医師による健康診断を行わなければならない。ただし、医師による健康診断を受けた

後、三月を経過しない者を雇い入れる場合において、その者が当該健康診断の結果を証明する

書面を提出したときは、当該健康診断の項目に相当する項目については、この限りでない。  

一  既往歴及び業務歴の調査  

二  自覚症状及び他覚症状の有無の検査  

三  身長、体重、腹囲、視力及び聴力（千ヘルツ及び四千ヘルツの音に係る聴力をいう。次条第

一項第三号において同じ。）の検査  

四  胸部エックス線検査  

五  血圧の測定  

六  血色素量及び赤血球数の検査（次条第一項第六号において「貧血検査」という。）  

七  血清グルタミックオキサロアセチックトランスアミナーゼ（ＧＯＴ）、血清グルタミックピルビックト

ランスアミナーゼ（ＧＰＴ）及びガンマ―グルタミルトランスペプチダーゼ（γ―ＧＴＰ）の検査（次条

第一項第七号において「肝機能検査」という。）  

八  低比重リポ蛋白コレステロール（ＬＤＬコレステロール）、高比重リポ蛋白コレステロール（ＨＤ

Ｌコレステロール）及び血清トリグリセライドの量の検査（次条第一項第八号において「血中脂質検

査」という。）  

九  血糖検査  

十  尿中の糖及び蛋白の有無の検査（次条第一項第十号において「尿検査」という。）  

十一  心電図検査  

（定期健康診断）  

第四十四条  事業者は、常時使用する労働者（第四十五条第一項に規定する労働者を除く。）に

対し、一年以内ごとに一回、定期に、次の項目について医師による健康診断を行わなければなら

ない。  

一  既往歴及び業務歴の調査  

二  自覚症状及び他覚症状の有無の検査  

三  身長、体重、腹囲、視力及び聴力の検査  

四  胸部エックス線検査及び喀痰検査  

五  血圧の測定  

六  貧血検査  

七  肝機能検査  



八  血中脂質検査  

九  血糖検査  

十  尿検査  

十一  心電図検査  

２  前項の健康診断であつて次の各号に掲げるものの項目は、同項各号（第四号を除く。）に掲

げる項目とする。  

一  満十六歳に達する日の属する年度（四月一日から翌年三月三十一日までをいう。以下この

項及び第四十四条の二において同じ。）に前条又は前項の規定により行われた健康診断の際要

観察者（胸部エックス線検査によつて結核によるものと考えられる治癒所見の発見された者及び

担当の医師が結核の発病のおそれがあると認めた者をいう。次号において同じ。）とされなかつた

者に対してその者が満十七歳に達する日の属する年度及び満十八歳に達する日の属する年度

に当該健康診断を行つた事業者が行う健康診断  

二  満十七歳に達する日の属する年度に前条の規定により行われた健康診断の際要観察者と

されなかつた者に対してその者が満十八歳に達する日の属する年度に当該健康診断を行つた事

業者が行う健康診断  

３  第一項第三号、第四号、第六号から第九号まで及び第十一号に掲げる項目については、厚

生労働大臣が定める基準に基づき、医師が必要でないと認めるときは、省略することができる。  

４  第一項の健康診断は、前条、第四十五条の二又は法第六十六条第二項 前段の健康診断

を受けた者（前条ただし書に規定する書面を提出した者を含む。）については、当該健康診断の

実施の日から一年間に限り、その者が受けた当該健康診断の項目に相当する項目を省略して行

うことができる。  

５  第一項第三号に掲げる項目（聴力の検査に限る。）は、四十五歳未満の者（三十五歳及び四

十歳の者を除く。）については、同項の規定にかかわらず、医師が適当と認める聴力（千ヘルツ又

は四千ヘルツの音に係る聴力を除く。）の検査をもつて代えることができる。  

（満十五歳以下の者の健康診断の特例）  

第四十四条の二  事業者は、前二条の健康診断を行おうとする日の属する年度において満十五

歳以下の年齢に達する者で、当該年度において学校保健安全法第十一条 又は第十三条 の規

定による健康診断を受けたもの又は受けることが予定されているものについては、前二条の規定

にかかわらず、これらの規定による健康診断（学校教育法 による中学校又はこれに準ずる学校

を卒業した者に係る第四十三条 の健康診断を除く。）を行わないことができる。  

２  前二条の健康診断を行おうとする日の属する年度において満十五歳以下の年齢に達する者

で、前項に規定する者以外のものについては、医師が必要でないと認めるときは、当該健康診断

の項目の全部又は一部を省略することができる。  

（特定業務従事者の健康診断）  

第四十五条  事業者は、第十三条第一項第二号に掲げる業務に常時従事する労働者に対し、

当該業務への配置替えの際及び六月以内ごとに一回、定期に、第四十四条第一項各号に掲げ
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る項目について医師による健康診断を行わなければならない。この場合において、同項第四号の

項目については、一年以内ごとに一回、定期に、行えば足りるものとする。  

２  前項の健康診断（定期のものに限る。）は、前回の健康診断において第四十四条第一項第

六号から第九号まで及び第十一号に掲げる項目について健康診断を受けた者については、前項

の規定にかかわらず、医師が必要でないと認めるときは、当該項目の全部又は一部を省略して

行うことができる。  

３  第四十四条第三項及び第四項の規定は、第一項の健康診断について準用する。この場合に

おいて、同条第四項中「一年間」とあるのは、「六月間」と読み替えるものとする。  

４  第一項の健康診断（定期のものに限る。）の項目のうち第四十四条第一項第三号に掲げる項

目（聴力の検査に限る。）は、前回の健康診断において当該項目について健康診断を受けた者又

は四十五歳未満の者（三十五歳及び四十歳の者を除く。）については、第一項の規定にかかわら

ず、医師が適当と認める聴力（千ヘルツ又は四千ヘルツの音に係る聴力を除く。）の検査をもつて

代えることができる。  

（海外派遣労働者の健康診断）  

第四十五条の二  事業者は、労働者を本邦外の地域に六月以上派遣しようとするときは、あら

かじめ、当該労働者に対し、第四十四条第一項各号に掲げる項目及び厚生労働大臣が定める項

目のうち医師が必要であると認める項目について、医師による健康診断を行わなければならな

い。  

２  事業者は、本邦外の地域に六月以上派遣した労働者を本邦の地域内における業務に就か

せるとき（一時的に就かせるときを除く。）は、当該労働者に対し、第四十四条第一項各号に掲げ

る項目及び厚生労働大臣が定める項目のうち医師が必要であると認める項目について、医師に

よる健康診断を行わなければならない。  

３  第一項の健康診断は、第四十三条、第四十四条、前条又は法第六十六条第二項 前段の健

康診断を受けた者（第四十三条第一項ただし書に規定する書面を提出した者を含む。）について

は、当該健康診断の実施の日から六月間に限り、その者が受けた当該健康診断の項目に相当

する項目を省略して行うことができる。  

４  第四十四条第三項の規定は、第一項及び第二項の健康診断について準用する。この場合に

おいて、同条第三項中「、第四号、第六号から第九号まで及び第十一号」とあるのは、「及び第四

号」と読み替えるものとする。  
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